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【平成28年度】

年
度
決
算
が
、
９
月
定
例
議
会
で
審
査
、
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
国
体
対
応
や
協
働
の
ま

28
ち
づ
く
り
第
２
ス
テ
ー
ジ
、
地
方
創
生
事
業
な
ど
を
確
実
に
実
施
し
な
が
ら
、
行
財
政
改
革

の
推
進
に
も
配
意
し
て
予
算
を
執
行
し
た
結
果
、
決
算
規
模
は
前
年
度
並
み
と
な
り
ま
し
た
。

そ
の
主
な
事
業
や
各
会
計
の
決
算
額
、
財
政
指
標
な
ど
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ
＝
本
庁
財
政
課
財
政
係
（
内
線
３
２
３
・
３
２
４

■
問
い
合
わ
せ
＝
本
庁
財
政
課
財
政
係
（
内
線
３
２
３
・
３
２
４
））

歳
入
は
１
・
５
％
減

歳
入
は
６
０
８
億
９
３
６
０
万

円
で
、

年
度
と
比
較
す
る
と

27

１
・
５
諸
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

歳
入
の
内
訳
で
最
も
金
額
が
多

い
の
は
地
方
交
付
税
の
２
０
２
億

９
４
６
８
万
円
で
１
・
３
諸
の
減
。

歳
入
総
額
の
３
分
の
１
を
占
め
、

市
税
と
諸
収
入
を
合
わ
せ
た
自
主

財
源
を
上
回
っ
て
い
ま
す
。

次
に
多
い
の
が
市
税
の
１
３
０

億
３
３
３
０
万
円
で
２
・
４
諸
の

増
。
市
民
税
は
、
法
人
税
率
の
引

下
げ
の
影
響
に
よ
り
法
人
で
は
減

少
し
ま
し
た
が
、
個
人
所
得
が
増

加
し
た
た
め
、
全
体
で
は
微
増
に

な
り
ま
し
た
。
固
定
資
産
税
は
、

依
然
と
し
て
続
く
地
価
の
下
落
や

家
屋
の
新
増
築
が
減
少
し
た
も
の

の
、
企
業
の
設
備
投
資
な
ど
に
よ

る
償
却
資
産
の
増
加
に
よ
り
、
全

体
で
は
増
加
し
ま
し
た
。

３
番
目
は
国
庫
支
出
金
の

億
79

一
般
会
計

６
２
５
万
円
で
８
・
４
諸
の
増
。

胆
沢
区
統
合
中
学
校
の
新
築
や
年

金
生
活
者
等
支
援
臨
時
福
祉
給
付

金
に
か
か
る
国
庫
補
助
金
が
増
額

し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
増
加
し
ま

し
た
。
４
番
目
は
公
共
施
設
の
整

備
な
ど
を
行
う
た
め
の
借
金
で
あ

る
市
債
の

億
８
０
５
０
万
円
で

60

４
・
２
諸
の
減
。
新
市
建
設
計
画

の
事
業
の
多
く
が

年
度
に
大
詰

27

め
を
迎
え
た
た
め
普
通
建
設
事
業

費
が
減
少
し
、
市
債
の
借
入
額
も

減
少
し
ま
し
た
。

ま
た
、
地
方
交
付
税
の
合
併
算

定
替
の
段
階
的
廃
止
が
始
ま
っ
た

影
響
な
ど
か
ら
、

年
度
は
財
政

28

調
整
基
金
を
取
り
崩
す
結
果
と
な

り
ま
し
た
。

義
務
的
経
費
が
２
・
４
％
増

一
方
、
歳
出
は
６
０
３
億
６
３

６
５
万
円
で
、

年
度
と
比
較
す

27

る
と
こ
ち
ら
も
１
・
５
諸
の
減
と

な
り
ま
し
た
。

歳
出
の
内
訳
を
金
額
の
多
い
順

に
見
る
と
、
最
も
多
い
の
が
扶
助

歳入（一般会計） 608億9,360万円【▲９億3,414万円】

費
の
１
１
６
億
７
４
４
８
万
円
で

７
・
２
諸
の
増
。
高
齢
者
、
障
が

い
者
、
子
ど
も
、
生
活
困
窮
者
な

ど
へ
の
支
援
に
対
す
る
経
費
で
あ

り
、
年
々
増
え
続
け
て
い
ま
す
。

年
度
は
、
年
金
生
活
者
等
支
援

28臨
時
福
祉
給
付
金
の
支
給
や
子
ど

も
・
子
育
て
支
援
事
業
な
ど
に
よ

り
増
加
し
ま
し
た
。

次
に
多
い
の
が
補
助
費
等
の
87

億
７
３
２
３
万
円
で
０
・
３
諸
の

減
。
各
種
団
体
が
行
う
事
業
へ
の

補
助
や
企
業
会
計
の
負
担
金
、
奥

州
金
ケ
崎
行
政
事
務
組
合
へ
の
負

担
金
な
ど
で
前
年
度
並
み
で
す
。

３
番
目
は
公
債
費
の

億
６
１

84

４
７
万
円
で
４
・
２
諸
の
増
。
元

金
の
据
置
期
間
を
設
け
な
い
利
息

の
支
払
い
を
抑
え
る
借
入
方
法
へ

と
見
直
し
、
長
期
的
な
歳
出
の
抑

制
を
図
っ
た
た
め
増
加
し
ま
し
た
。

こ
の
ほ
か
、
物
件
費
が

億
５

77

９
８
４
万
円
で
４
・
６
諸
の
増
、

人
件
費
が

億
５
０
９
５
万
円
で

71

１
・
０
諸
の
減
、
普
通
建
設
事
業

費
が

億
５
９
４
２
万
円
で
７
・

70

【前年度からの増減。▲はマイナス】

決決
算算

9 広報おうしゅう

■自主財源…市税、使用料など地方

公共団体が自らの権限で収入でき

るお金

■依存財源…地方交付税、市債、国庫

支出金など国や県から入るお金

■義務的経費…支出が義務付けら

れていて、任意に削減できない経

費（人件費、扶助費、公債費）

■投資的経費…道路や学校建設な

ど、資本形成のため支出する経費

■2８年度の

主な事業

用語解説

酸平成28年度決算報告

歳出（一般会計） 603億6,365万円【▲９億4,357万円】

【前年度からの増減。▲はマイナス】

【災害復旧費】

農地農業用施設災害復旧事

業

4千万円

【民生費】

自立支援給付等事業

22億8千万円

後期高齢者医療事業

14億2千万円

児童手当

17億6千万円

子ども・子育て支援事業

18億8千万円

【衛生費】

予防接種事業

2億6千万円

ごみ及びし尿処理施設運営

負担金

7億円

農林業系廃棄物処理加速化

事業

1億4千万円

【農林水産業費】

中山間地域等直接支払事業

10億3千万円

多面的機能支払対策事業

9億7千万円

県営土地改良事業

3億9千万円

【商工費】

観光施設管理運営事業

4億3千万円

企業誘致事業

2億円

【消防費】

奥州金ケ崎行政事務組合負

担金

13億9千万円

消防団活動事業

1億6千万円

消防施設設備整備事業

1億3千万円

【公債費】

長期償還金元金

77億9千万円

【土木費】

社会資本整備総合交付金事

業（久田前田中線整備事業など）

10億6千万円

橋りょう維持管理事業

5億円

公営住宅整備事業

2億5千万円

【総務費】

地方版総合戦略事業

1億7千万円

奥州ふるさと応援寄附事業

１億2千万円

ILC推進事業

1千万円

地域ビジネス推進事業

1千万円

【教育費】

胆沢区統合中学校新築事業

26億2千万円

第71回国民体育大会事業

9億5千万円

７
諸
の
減
、
特
別
会
計
に
支
出
す

る
繰
出
金
が

億
３
６
４
４
万
円

66

で
７
・
１
諸
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

歳
出
総
額
に
占
め
る
義
務
的
経
費

は
、

年
度
と
比
較
し
て
２
・
４

27

諸
の
増
。
人
件
費
は
減
少
し
た
も

の
の
、
扶
助
費
は
依
然
と
し
て
増

加
傾
向
で
す
。
義
務
的
経
費
の
割

合
が
高
い
ほ
ど
財
政
の
硬
直
度
は

高
ま
り
、
市
独
自
の
政
策
的
な
事

業
の
実
施
が
困
難
に
な
る
た
め
、

歳
入
規
模
に
見
合
っ
た
歳
出
の
抑

制
に
努
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

いわて国体馬術競技

胆沢中学校

インバウンド対策

(台湾での岩手県奥州祭より）

さくら大橋




